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１．はじめに

　自動車交通から公共交通への転換が望まれはじめ

て久しいが、転換は遅々として進まないばかりか、

公共交通の衰退が今なお進行しつつさえある。この

遠因として、道路に比較して、公共交通の整備効果

を定量的に分析する手法の確立が不十分であること

が考えられる。そのため、公共交通整備が有利であ

ると考えられるようなケースでも、定性的、あるい

は事例的にしか比較優位性を提示しえず、結果とし

て十分な合意形成に至らないことがありうる。

　例えば、自動車交通ではＱＶ曲線等を用いて、あ

る交通需要に対して交通空間が提供しうる輸送サー

ビスの水準についての分析が可能である。ところが、

公共交通については、このような基本的な空間パフォー

マンスを示す理論体系も明確ではなく、公共交通機

関へのシフトが叫ばれているにもかかわらず、同じ

土俵上で議論することが難しい。このため、既存の

道路にLRTを新規導入する場合のように、限られた

都市の交通空間を私的交通と公共交通の間で再配分

するような課題に対しても、このような同じベース

で議論することの重要性が、今後高まると思われる。

　本研究では公共交通の特徴のうち、輸送量と運行

便数の関係について着目し、公共交通が都市交通空

間においてどのようなパフォーマンスを発揮するか

を分析する方法論について、基礎的概念を整理した。

２．輸送需要と利便性の関係における基本的性質

（１）都市公共交通における需要と利便性の特徴

　ベルトコンベアのような形態でない限り、公共交

通サービスは間欠輸送にならざるを得ない。その頻

度は需要がゼロなら頻度ゼロ、需要が多いほど頻度

が高くなる傾向にある。

　首都圏の通勤路線では混雑率180%、関西では150%

を目標として輸送改善が行われ、達成されつつある。

逆に、乗客が少ない路線では、乗客に不快を与えな

い範囲で減車や減便などの合理化が行われている。

すなわち、短期的には輸送需要の多寡は混雑率の大

小に直結するものの、長期的には一定の混雑率に保

たれる方向で輸送状況が変化し、輸送需要と運行頻

度には一定の傾向が見られるものと考えられる。

　図１は、都市交通年報掲載の都市圏鉄道混雑区間

のピーク時のデータ(2001年)をもとに作成したも

のである。横軸はピーク１時間あたりの輸送需要、

縦軸は上記データに示された区間長を列車の平均待

ち時間に乗車時間を加えたもの (以後、期待サービ

ス速度と呼ぶ)である。データごとに区間長や編成

定員、混雑率等が異なり、同列に比較することはで

きないが、輸送量が小さい区間では期待サービス速

度が小さい傾向、輸送量が大きくなると期待サービ

ス速度も大きくなる傾向にあることがわかる。また、

首都圏では輸送量が極めて大きい区間で、期待サー

ビス速度が漸減する傾向がある。

（２）需要と利便性の関係の試算

　例えば、表１の示した関西圏の近郊路線では、

6.8kmの区間が 11分で結ばれ、表定速度は37.1km/h

である。ピーク時には16本の列車が運行され、混雑

率は135.2%となる。平均運行間隔は3.8分、平均待

ち時間1.9分であり、平均的な待ち時間を含めた所

要時間は、乗車時間11分を加えた12.9分となる(実
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際には快速運転や運行間隔の不揃いがあり、後述す

る期待所要時間を求めると、12.6分となる)。した

がって、待ち時間込みの速度相当の値(期待サービ

ス速度)は6.8km÷12.9分＝31.7km/hとなる。

　さて、この混雑率と編成定員を維持したまま、輸

送人員を変化させてみよう。図２は、輸送人員に応

じた便の運行時間間隔および期待サービス速度を示

したものである。期待サービス速度のグラフは原点

から始まり、輸送需要が毎時1万人程度、運行間隔

15~20分程度までは輸送需要が増えると急速に大き

くなる。それ以上は緩やかに上昇し、表定速度に漸

近する。これは図１の傾向と一致する。

　実際には輸送量が小さい場合は、編成定員を減じ

るか低い混雑率を許容して運行本数を多くし、乗客

の利便を確保するケースが多い。逆に、輸送量が大

きい場合は、増結や高い混雑率の許容で、運行本数

を抑えることもある。さらに輸送量が多い場合は、

運行間隔が非常に小さいため一種の渋滞現象を生じ、

走行速度が低下する。大量型鉄道でなくバス便や路

面電車では、需要が極端に多いとダンゴ運転が生じ

やすくなり、実質的な運行便数が減少する。図１で

も、首都圏の一部線区ではこの傾向が見られる。

３．公共交通の輸送量と速度の関係

（１）はじめに

　本章では、公共交通における輸送量と輸送の迅速

さを表す速度相当の指標との関係について、道路上

の自動車交通流 (以下、道路交通)の基礎理論を参考

に述べる。なお、公共交通輸送の基本量の相互関係

は次のようになる。

Chr ＝ Nhr Ctr ＝ Nhr Nrs Crs [1]

Phr ＝ Nhr Ptr [2]

α ＝ Phr /Chr [3]

Cr s:車両定員,Ct r:編成定員,Chr:時間あたり輸送力

Nrs:編成両数,Nh r:時間あたり便数,Pt r:1便の輸送人員

Phr:時間あたり輸送人員,α:混雑率

（２）車両密度と便密度

　道路交通では単位距離あたりに存在する自動車台

数を交通密度と定義するが、公共交通でも同様の概

念で単位距離あたりに存在する車両数を車両密度

(Krs[両/Km])と定義できる。

　また、車両密度 (Krs[両/Km])を編成両数(Nrs[両])

で除すると単位距離あたりに存在する便数となり、

これを便密度(Ktr[便/Km])と定義することができる。

Ktr ＝ Krs / Nrs [4]

　便密度の逆数は列車等の交通便の空間的間隔を表

すことになり、これを便頭間隔(Htr[Km/便])とする。

Htr ＝ 1 / Ktr [5]

（３）表定速度と期待サービス速度

　公共交通に関する速度指標としては、最高速度の

ほか、加減速を考慮した平均速度、駅等での停車時

間を考慮した表定速度がある。交通計画では実質的

な移動能力である表定速度 Vsc[Km/h]が重要であるが、

これは観測区間長 Lob[Km]と途中停車や加減速を考慮

した当該区間を移動するのに要する時間 (以下、計

画所要時間と呼ぶ)Tsc[h]を用いて次のように表せる。

Vsc ＝ Lob / Tsc [6]

　公共交通では、さらに間欠運行であることを考慮

する必要がある。これまで間欠運行を考慮した速度

指標は定義されていないが、駅等における待ち時間

を考慮した所要時間指標として、期待所要時間 (平

均積み上げ所要時間)がある。この指標を用いれば、

待ち時間や乗換えを要する場合における接続の良否

を考慮した速度相当の指標を定義することができる。

これを、本研究では期待サービス速度Vex[Km/h]と定

義する。Vex は観測区間を移動するのに要する期待所

要時間 Tex[h]を用いて次のように表せる。

Vex ＝ Lob / Tex [7]

　期待所要時間は都市間交通の空間的抵抗を表す指

標として開発されたが、既存の研究 1)2)では待ち時

間を考慮した方がより精密な分析が可能であること

がわかっている。一方、都市交通のような運行頻度

の高い場合は、出発分布が一様として差支えないの

で、平均待ち時間を考慮するのが自然である。同指

標は、すでに都市交通分析への適用実績 3)もある。

表１　試算の参考条件

区間

JR 学研都市線

・JR 東西線

放出→北新地

区間長 6.8km

走行時間 11 分 (各駅停車)

表定速度 37.1km/h

編成定員
1,089 人

(7 両編成)

ピーク時

輸送人員

(7:30-8:30)

23,560 人

(2002 年)

(鴫野→京橋)

ピーク時

輸送定員

17,424 人 (16 本)

(2002 年 10 月)
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（４）輸送人員と期待サービス速度の関係

a)輸送人員と運行便数

　公共交通では輸送人員にあわせて便数や編成両数

などの調整が行われる。[2][3]より、Nhrを Ph、α、

Ntr、Crsを用いて表すと次式となる。

Nhr ＝
Phr

αNrs Crs
[8]

b)運行便数と期待所要時間

　2点間の所要時間は、図３の○点のように、便ご

とに求まるが、他の時刻を出発時刻とした場合は、

次便までの待ち時間が加わり、図中の斜め線のよう

になる。したがって、出発時刻の分布を一様とする

と図のノコギリ状のグラフの平均値が所要時間に相

当する指標となる。これを期待所要時間と呼ぶ。

　期待所要時間は各便の出発時刻をもとに算出され

るが、都市交通では運行間隔をそろえた方が効率的

であるので、等間隔で運行されることが多い。この

場合に限り期待所要時間 Texは時間あたり運行便数

Nhrと所要時間 Tscを用いて次式で表せる。

Tex ＝
1

2 Nhr
＋ Tsc [9]

c)期待所要時間と期待サービス速度

　[7][8][9]より、まとめると以下のようになる。

　 Vex ＝
2Phr Lob

2PhrTsc＋αNrs Crs
[10]

[10]は対象区間の期待所要時間を算出後に速度へ

換算したものだが、別の定義も考えられる。期待所

要時間は出発分布一様を仮定していることから、

[11]のように、まず各時刻における待ち時間と計画

所要時間の合計値を用いて速度を計算し、これの平

均値を用いる方法もある。実際にこの方法で

Lob=10km、Nhr=6本/時、Tsc=0.5時間の条件で計算を

行うと、[10] では Vex=17.1Km/h だが、[11] では

Vex'=17.2Km/hとなる。しかし、その差は小さく、

[10]の方が計算が簡単で、また期待所要時間と同時

に使用して分析するのに都合がよいことなどから、

以後、本研究では[10]の方法を用いる。

Vex' ＝
1
1/Nh r ∫ Lob

Tsc＋t

1/Nh r

0

dt 　　[11]

注)1/Nh r は便の運行時間間隔、Nhr は [8]により計算

４．各パラメタが期待サービス速度に与える影響

（１）基本ケース

　本章では、[10]式を構成する諸量が Phrと Vexの関

係に与える影響を分析する。基本ケースとして、中

量輸送機関である京阪電鉄京津線(および地下鉄乗

入区間)を参考に、Lob=11.4km、Tsc=0.367 時間、α

=1.17(御陵→蹴上,2002)、Ctr=NrsCrs=386人とした。

（２）各パラメタ変更の影響

a)観測区間長Lobの影響

　図４では基本ケースのほか、表定速度はそのまま

に、 Lob=22.8km とした 場合 (Tsc=0.733 時 間 ) 、

Lob=5.7kmとした場合(Tsc=0.183時間) の 3 ケースに

ついて試算した。Lobが小さい場合は計画所要時間も

小さく、相対的に運行頻度の影響が大きい。このた

め、同じ輸送量に対する期待サービス速度は小さく

なる。逆にLobが大きいと運行頻度の影響が小さくな

り、表定速度(Vsc=31.1km/h)に漸近しやすい。

b)所要時間Tsc(表定速度Vsc)の影響

　図５はTscを変化させてVscを変更したものである。

基本ケースではVsc=31.1km/hだが、これを阪堺電気

鉄道なみのVsc=21.2km/h、カールスルーエ(ドイツ)

のLRT なみのVsc=47.8km/h の 3 ケースについて試算

した。図より、Vscは期待サービス速度Vexに大きな

影響を与えている。Vscが小さい場合は少ない輸送量

でVsc付近に達してしまうのに対し、Vscが大きい場

合は輸送量が増加しても緩やかにVexが上昇し続ける。

c)混雑率αの影響

　図６では基本ケースのほか、首都圏最混雑区間な

みのα=2.30とした場合、座席定員程度が乗車して

いるα=0.37とした場合の3ケースについて試算し

た。図より、αを小さく設定した方が同じ輸送量に

対する期待サービス速度は大きくなるが、輸送量が

多くなると、その差は縮まる傾向にあるといえる。

d)編成定員Ctrの影響

　図７では基本ケースのほか、車両を岡山電気軌道

のLRVなみのCtr=74人とした場合、京都市交通局烏

丸線(6両)なみのCtr=836人とした場合の3ケースに

ついて試算した。定員が小さい方が同じ輸送量なら

期待サービス速度は大きくなるが、輸送量が多くな

ると、その差は縮まる傾向にあるといえる。
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５．まとめと今後の方向性について

（１）公共交通の輸送人員と速度の関係

　以上の考察から、公共交通における輸送人員 Phr

と輸送の迅速さを表す速度相当の指標(期待サービ

ス速度Vex)との基本的な関係は以下とおりである。

a)PhrがゼロならVexもゼロ

b)Phrが増加するとVexも増加

c)Vexの増加は徐々に鈍り、表定速度Vscに漸近

d)Vexの計算に用いる諸指標はVexに影響を与える

（２）交通空間における自動車交通との相互関係

　自動車交通のＱＶ曲線は台数と速度の関係だが、

１台あたり乗車人数を用いて輸送人員と速度の関係

にできる(自動車は任意の時刻に出発できるので、

走行速度＝期待サービス速度である)。このとき、

一定の需要を公共交通と自動車輸送で分担する場合、

本研究の結果を用いると、次のような可能性がある。

a)公共交通の水準向上で車線増設無しでも渋滞解消

　図８では、グラフの横軸方向の幅を総交通需要と

し、左から右に向かって自動車の輸送人員を、逆方

向に公共交通の輸送人員をとる。このとき、もし速

度だけで機関選択がなされるなら、公共交通の表定

速度向上により渋滞を解消する可能性がある。

　実際には、機関選択の要因は種々あるが、それら

の要因を考慮したとしても、グラフの形状は図８に

類似している可能性が大きいものと考えられる。

b)自動車用の車線増設でかえって渋滞悪化

　同様の作図法で、図９では公共交通はそのままで、

自動車の車線を増設したケースである。公共交通が

減便され、かえって渋滞を招く可能性がある。

c)総需要が増加するときは道路整備不要

　同様の作図法だが、図10は総需要が増加したケー

スである。適切に公共交通が増便されれば、道路は

そのままでも渋滞が解消する可能性がある。逆に総

需要が減った場合は、公共交通の減便により渋滞が

発生する可能性がある。
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図４ 観測距離Lobの影響
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図５ 表定速度Vscの影響
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図６ 混雑率αの影響
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図７ 編成定員Ctrの影響

C tr ＝386人

C tr ＝836人

C tr ＝74人

0

10

20

30

40

50

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

期待サービス速度

公共交通

図８ 公共交通の水準向上で
渋滞解消の可能性
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図９ 道路整備で
　　　　渋滞助長の可能性
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図10 総需要が増加するときは
　　道路整備不要の可能性
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